
施策評価シート

１　施策基本情報
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計画策定時
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民間建築物アスベスト対
策事業

柱を構成する主要事務事業

主管課

詳
細

基本政策間連携
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区分

リフォーム実施戸数の
割合

住宅団地販売残数 104.00

104.00住宅団地販売残数

名
称
住宅ストックの良質化
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策
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柱
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詳
細

まちづくりの目標指標

2

35.00

40.00
29.501 Ｈ25宅地・土地統計調査による

施策等名称 良質な居住環境を維持できる住まいづくり
体系番号 0501010702
主管課 都市計画課

①

現状と課題

・持ち家率が非常に高い状況で、既存ストックの有効活用、安全性確保や環境への配慮が必要となっています。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

人も住宅も安全で安心　豊かな住まいづくりをめざして
・今ある住まいを長く大切に使い、「安全で安心な住宅」を市の資産として活用していきます。
・生活環境や都市基盤を整備し、まち並みや景観が美しいまち、市民が愛着と誇りを持った住みよい住まいづくりをめざし
ます。
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策
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計画策定時

35.00

指標名称

リフォーム実施戸数の割合
40.00
50.00
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3

指標の説明（単位）

ＧＨＶ残区画94+旭ヶ丘残区画10
から、販売したものを除いた残区
画数

計画策定時
2022年度目標値
2027年度目標値
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基本政策間連携

0.00
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指標の説明（単位）

主管課

2

2022年度目標値
2027年度目標値

都市計画課

新たに建設される住宅の質の向上を誘導し、良好な住宅の普及を促進するとともに、リフォームによる既存住宅の機能向上を推進
します。

名
称
快適な居住環境の形成 都市計画課

市で販売する住宅団地の販売、市営住宅跡地の販売を通じて、快適な居住環境の形成を図ります。

1

2

50.00

計画策定時
2022年度目標値

詳
細

3

指標の説明（単位）

H25宅地・土地統計調査による

ＧＨＶ残区画94+旭ヶ丘残区画10から、販売したものを除
いた残区画数

名
称

柱を構成する主要事務事業 区分

1

3

4

2027年度目標値

基本政策間連携

3



２　指標等の推移と変動要因

施策等名称 良質な居住環境を維持できる住まいづくり
体系番号 0501010702
主管課 都市計画課

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値 実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

2020年度体系区分
成果指標名

計画策定時 2018年度 2019年度

- - -

1 35.00 80.86 - - - -

施策
リフォーム実施戸数の割合

29.50 28.30 -

50.00 198.00 180.00 138.00 54.00 4.00

同上

施策
住宅団地販売残数

104.00 99.00 90.00 69.00 27.00 2.00

2

変
動
要
因
等

2018年度 （H30住宅・土地統計調査結果の公表を待って記入　R1.9月）

2019年度 同調査結果は5年毎発表であることから、公表を待って記入（R5）

2020年度 同上

2021年度 同上

2022年度

35.00 80.86 - - - -

25区画販売。

柱1
リフォーム実施戸数の割合

29.50 28.30 - - - -

1

変
動
要
因
等

2018年度 2018年3月の価格改定により、11区画（計画策定時点からは6区画）販売できた。

2019年度 8区画（賃借権買取１件含むと９区画）販売

2020年度 17区画販売。

2021年度 40区画(賃貸借買取1件含むと41区画)販売

2022年度

50.00 198.00 180.00 138.00 54.00 4.00

同上

柱2
住宅団地販売残数

104.00 99.00 90.00 69.00 27.00 2.00

1

変
動
要
因
等

2018年度 （H30住宅・土地統計調査結果の公表を待って記入　R1.9月）

2019年度 同調査結果は5年毎発表であることから、公表を待って記入（R5）

2020年度 同上

2021年度 同上

2022年度

25区画販売。

変
動
要
因
等

2018年度 2018年3月の価格改定により、11区画（計画策定時点からは6区画）販売できた。

2019年度 8区画（賃借権買取１件含むと９区画）販売

2020年度 17区画販売。

2021年度 40区画(賃貸借買取1件含むと41区画)販売

2022年度



0.72

0.72

GHV販促費用の減

0.99

0.99

施策等名称 良質な居住環境を維持できる住まいづくり
体系番号 0501010702
主管課 都市計画課

３　評価・改革改善 （単位：円）

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比） 2022年　（前年度比）

投
資
額

事業費(円)

うち一財(円)

進捗評価 おおむね順調 おおむね順調 順調 順調

1.29

1.29

GHV販促費用の増

24,285,144

24,285,144

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

24,980,237

24,980,237

27,232,000

27,232,000

1.12

1.12

26,920,904

26,920,904

34,836,425

34,836,425

順調

理　由

(R4評価)
・移住推進庁内連絡会
議等で販売促進策を検
討するほか、効果的なＰ
Ｒを実施し、25区画売
却。ＧＨＶは完売。
　・リフォーム補助交付
件数102件
（総括評価）
リフォーム実施件数、団
地販売件数ともに順調
に推移した。

（R4・総括評価共通）
・旭ヶ丘団地の販売促進
・リフォーム補助制度の
必要性を検討

・令和2年10月から移住
推進庁内連絡会議発足
により、幅広く販売促進
に向けた検討を進めた。
・コロナ禍の全国的な移
住の高まりの流れを取り
込むべく効果的な広告
→41区画売却
・リフォーム補助交付件
数98件

・GHV販売は土地開発
公社の負債返済であり、
市の貴重な財源確保で
あるため。
・また、住宅団地の販売
は人口増につながるた
め。

・GHV販売は土地開発
公社の負債返済であり、
市の貴重な財源確保で
あるため。
・また、住宅団地の販売
は人口増につながるた
め。

・旭ヶ丘団地販売は土地
開発公社の負債返済で
あり、市の貴重な財源確
保であるため。
・また、住宅団地の販売
は人口増につながるた
め

・旭ヶ丘団地販売促進は
庁内会議での意見に加
え、宅建協会や地元自
治会など、庁外諸団体
の意見を参考にしなが
ら、より効果的な販売方
法を模索する。
・リフォーム補助制度は
毎年申請が多く、年度の
早い段階で予算を消化
していることから、補助
制度の在り方を検討す
る。

2

1

・GHVの販売促進
・リフォーム補助制度の
必要性を検討

・GHV販売促進は庁内
会議での意見に加え、
宅建協会や地元自治会
など、庁外諸団体の意
見を参考にしながら、よ
り効果的な販売方法を
模索する。
・リフォーム補助制度は
毎年申請が多く、年度の
早い段階で予算を消化
していることから、補助
制度の在り方を検討す
る。

1 1

・GHV販売は土地開発
公社の負債返済であり、
市の貴重な財源確保で
あるため。
・また、住宅団地の販売
は人口増につながるた
め。

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

・GHV価格改定を受け、
庁内販売促進会議によ
る検討を重ね、販売が
促進された。
→計画策定時点から5区
画売却
・リフォーム補助交付件
数141件

・GHV価格改定を受け、
庁内販売促進会議によ
る検討を重ね、販売が
促進された。
→8区画（賃借権売却1
件含むと9区画売却）
・リフォーム補助交付件
数150件

・令和2年10月から移住
推進庁内連絡会議発足
により、幅広く販売促進
に向けた検討を進めた。
・コロナ禍の全国的な移
住の高まりの流れを取り
込むべく効果的な広告
→17区画売却
・リフォーム補助交付件
数106件

課
題

・GHVの一層の販売促
進
・リフォーム補助制度の
必要性検討、リニューア
ル

・GHVの一層の販売促
進
・リフォーム補助制度の
必要性検討

・GHVの販売促進
・リフォーム補助制度の
必要性を検討

重点化する
施策の柱

2 2 2 2

重点
事務事業

1

・GHV販売促進は庁内
会議での意見に加え、
宅建協会や地元自治会
など、庁外諸団体の意
見を参考にしながら、よ
り効果的な販売方法を
模索する。
・リフォーム補助制度は
毎年申請が多く、年度の
早い段階で予算を消化
していることから、補助
制度の在り方を検討す
る。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

・GHV販売促進は庁内
会議での方針に加え、
宅建協会や地元自治会
など、庁外諸団体の意
見も取り入れて、より有
効な方法を模索する。
・リフォーム補助制度は
移住・定住促進、子育て
応援、空き家解消といっ
た目的を加味してリ
ニューアルする。

・GHV販売促進は庁内
会議での方針に加え、
宅建協会や地元自治会
など、庁外諸団体の意
見も取り入れて、より有
効な方法を模索する。
・リフォーム補助制度は
移住・定住促進、子育て
応援、空き家解消といっ
た目的を加味してリ
ニューアルする。

・GHV販売は土地開発
公社の負債返済であり、
市の貴重な財源確保で
あるため。
・また、住宅団地の販売
は人口増につながるた
め。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化


